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4. 基礎及び地質工学的危機（システマティック改修） 

4.1. 概要 
本章はビルの基礎及び地震時地質の立地危機に関する地質工学上の技術的ガイダンスである。与えら
れた挙動レベルに対する基礎システムと基礎地盤の挙動の合否は上部構造の挙動の状況と切り離し
て決定することはできない。 
 
単純化改修に適しているビルに対する地質工学上の要求仕様は１０章に記す。 
 
基礎システムの構造工学的な問題は鋼構造（５章）、鉄筋コンクリート構造（６章）、煉瓦造（７章）
及び木構造（８章）で説明する。 
 
本章は基礎及び地質工学的立地危機に対する改修方法について述べる。節 4.2は、確立している立地
土質特性及び断層、液状化、不均等収縮、地滑り及び岩崩落及び洪水を含む土質工学的立地危機に対
するガイドラインである。地質工学的立地危機の緩和に対する技術は節 4.3に述べる。節 4.4は、基
礎設計評価の為の確立した土壌耐力、剛性及び土壌―構造物相互作用（ＳＳＩ）パラメータに対する
基準である。擁壁は節 4.5に述べる。節 4.6は基礎の改善又は強化に対するガイドラインである。 
 
4.2. 立地特性 
単純化改修に適しているビルに対する地質工学上の要求仕様は１０章に述べる。他の全てのビルに対
して、選択した耐震改修の方法に首尾一貫した特定の土質工学的立地特性が要求される。立地特性は
立地土層の状況、構成及びビルの基礎及び耐震土質立地危機についての情報を組み合わせて構成する。 
 
歴史的ビルの場合には、立地に歴史的又は考古学上の遺跡があるかどうかを、州歴史保存局の指導を
受けなければならない。 
 
4.2.1. 基礎土壌情報 

改修するビルの基礎条件を述べた特定の情報が必要である。有用な情報は隣接又は近隣ビルの基礎の
知識から得ることができる。基礎情報は、土層及び地下水、基礎システムの構成、設計基礎荷重、及
び基礎土壌の荷重変形特性を含む。 
 
4.2.1.1. 立地基礎条件 

地盤条件は基礎の極限能力の調査及び立地が地震土壌危機を受けやすいかどうかを決定する為に十
分詳細に示さなければならない。構造体基礎タイプ、大きさ、及び材料に関する情報は、地盤条件に
関係なく必要である。この情報は以下を含む。 
 
• 基礎タイプ－独立基礎、マットスラブ、杭、造成杭（深礎） 

• 基礎の大きさ－平面形状及び位置。杭については、杭長、各部断面（杭のテーパー又はケーソン） 

• 材料構成／施工。杭についてはタイプ（コンクリート、鉄骨、木）、施工法（現場造成、先端―開
／閉推進） 

 
地盤条件は次のように選択した挙動レベルに対して決める。 
 
Ａ．崩壊防止及び生命安全挙動レベル 
土壌のタイプ、構成、粘度、相対密度、層厚（ビルによって入る応力がビル重量を基礎面積で割った
概略１０％の深さまで） 
 
ビル直下の常水面の位置及び季節変動の決定。 



 4-2

Ｂ．強化改修目標及び深礎 
各土質タイプに対し、単位重量γせん断強度ｃ、摩擦角φ、厚密特性、せん断弾性係数Ｇ、及びポア
ッソン比νを決定。 
 
4.2.1.2. 近隣基礎条件 

ビル隣接又は近隣に対して作成した特別基礎情報は、立地地域における地盤と常水面条件が一様であ
ると分かっていれば、有用である。しかし、信頼できなければ、いずれにしろ、ビルの改修を行う立
地から地盤データを作成することになる。最近建設が行われた隣地は、対象とする立地の地盤条件の
評価のガイドになる。 
 
4.2.1.3. 設計用基礎荷重 

設計用基礎荷重に関する情報は、実際の自重及び想定される積載荷重として、必要である。 
 
4.2.1.4. 地震荷重下の荷重変形特性 

伝統的地質工学技術は長期自重に短期に作用する積載荷重のみ加えて扱う。殆どの場合長期荷重によ
って基礎設計を決めていた。短期（地震荷重）荷重変形特性を設計に用いるのは、最近のことである。
従って、そのような関係は、通常、既存ビルの地盤と基礎の報告書にはない。荷重変形特性は節４．
４で詳述する。 
 
4.2.2. 地震立地危機 

地震危機は地動に加えて、地表の断層、液状化、圧密沈下、地滑り及び洪水が含まれる。立地におけ
る地盤変位危機に対する可能性を評価しなければならない。評価は地盤移動に基づく危機の査定を含
ましなければならない。結果が、望む挙動レベルに対して受け入れられなければ、節 4.3に述べるよ
うに、危機を緩和しなければならない。 
 
4.2.2.1. 断層亀裂 

地質学上の立地条件は、ビルの基礎地盤に表れる活断層の痕跡に対する可能性の査定をするために、
十分詳細に明らかにしなければならない。活断層の痕跡が分かるか、表れそうならば次の情報が必要
になる。 
 
• 活動の程度―すなわち、最近動いた年代（歴史的、完世紀、第四世紀後半）―の特定 

• 断層タイプの特定 strike-slip､normal-slip､reverse-slip､thrust-fault 

• ビルの幾何学的形状に関する滑りの方向の決定、特に normal-slip､reverse-slip 

• 改修目標に矛盾しない再現期間の縦及び横変形の大きさの決定 

• 断層ゾーンの幅（狭い地域又は分布した）の特定 

 
4.2.2.2. 液状化 

地盤と地下水の条件は、ビルの基礎地盤に表れる液状化に対する可能性の査定をするために十分詳細
に明らかにしなければならない。液状化しやすい土壌ならば次の情報が必要になる。 
 
• 土壌タイプ：液状化し易い土は通常粗い粒子である（砂質土、シルト砂質土、粘性シルト） 

• 密度：液状化し易い土は中程度に密で柔らかい。 

• 常水面の深さ：液状化し易い土は飽和状態で、推定可能な季節変動がある。 

• 地表面の傾斜と自由水面からの距離：傾斜地に緩慢な横滑りが生じる。特に、近くに溝、川のよ
うな自由水面がある場所。 

• 横及び縦の段差：ビルの基礎における総量と方向を計算しなければならない。 
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液状化の被害は最初に、立地に被害条件が全くないか、或いはより詳細な評価を必要とするかを確認
するために評価しなければならない。一般に、立地土壌又は立地付近の類似の土壌が過去に液状化を
経験していない、そして次の基準のいずれかに合致していれば、液状化が引き起こす大きな被害は立
地にはないと考えることができる。 
 
• 表４－１に示すように、一般的堆積環境と堆積経年に基づく相対的過敏性比率に従って、立地に
横たわる地質が岩盤もしくは非常に液状化しにくさを有する。 

• 地域的な経験に基づくか、土壌が地下水床より下の深さに対して最低標準貫入試験（ＳＰＴ）抵
抗値 (Ｎ1)60 が３０回／フィートの値を持つか又は２０％より多い粘土の粘着力のない土壌でな
ければ、立地に横たわる土壌は堅い粘土又はシルト質粘土である。パラメータ (Ｎ1)60は 2ksf の
有効上載荷重に対して基準化したＳＰＴ打撃回数である。粘土は粒子径が≦0.005mmと定義され
ている。 

• 季節的、歴史的地下水位及び傾斜又は立地における地下水位を越えない立地近隣の自由表面条件
を含めて、地下水床が最下基礎下最低３５フィート又は地盤面下５０フィートである。 

 
上記の基準を適用して、立地における可能な流動化被害を予測できないなら、より詳細な評価が要求
される。詳細な評価に対するガイドラインは、コメンタリ－にある。 
 

表４－１ 強震時、表面堆積土の液状化に対する過敏性予測（Youd & Perkins,1978 以降） 

飽和時非粘着堆積の可能性、液状化の過敏性（堆積年代）堆積層のタイプ 粘着性のな
い堆積層の
分布 

現代<500年 完世紀 
＜1.1万年 

更新世 
＜200万年 

前更新世 
＞200万年 

（ａ）大陸堆積 
河道 
氾濫原 
扇状地、原 
海岸段丘 
三角州 
湖底堆積 
崩積層 
崖錐 
砂丘 
黄土 
氷河漂礫土 
凝灰岩 
テフル岩 
残積土 
Sebka 

部分的変動 
部分的変動 
広範囲 
広範囲 
広範囲 
変動性 
変動性 
広範囲 
広範囲 
変動性 
変動性 
Rare 
広範囲 
Rare 
部分的変動 

非常に高い 
高い 
中庸 
－ 
高い 
高い 
高い 
低い 
高い 
高い 
低い 
低い 
高い 
低い 
高い 

高い 
中庸 
低い 
低い 
中庸 
中庸 
中庸 
低い 
中庸 
高い 
低い 
低い 
低い 
高い 
中庸 

低い 
低い 
低い 
非常に低い 
低い 
低い 
低い 
非常に低い 
低い 
高い 
非常に低い 
非常に低い 
？ 
非常に低い 
低い 

非常に低い 
非常に低い 
非常に低い 
非常に低い 
非常に低い 
非常に低い 
非常に低い 
非常に低い 
非常に低い 
未知 
非常に低い 
非常に低い 
？ 
非常に低い 
非常に低い 

（ｂ）海岸地帯堆積 
三角州 
Esturine 
浜、高エネルギー 
浜、高エネルギー 
礁湖 
前浜 

広範囲 
部分的変動 
広範囲 
広範囲 
部分的変動 
部分的変動 

非常に高い 
高い 
中庸 
高い 
高い 
高い 

高い 
中庸 
低い 
中庸 
中庸 
中庸 

低い 
低い 
非常に低い 
低い 
低い 
低い 

非常に低い 
非常に低い 
非常に低い 
非常に低い 
非常に低い 
非常に低い 

（ｃ）補充材 
粗な充填 
密実な充填 

変動性 
変動性 

非常に高い 
低い 

－ 
－ 

－ 
－ 

－ 
－ 
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4.2.2.3. 不動沈下 

地下の条件は、ビルの基礎に生じる不動沈下に対する可能性を判断するために、十分詳細に定義しな
ければならない。 
 
不動沈下もしくは土壌の圧密は強い地震に同調するかも知れない。不動沈下の結果は構造物を損傷す
る。液状化しやすい（比較的柔らかい自然土又は転圧しない、又は十分転圧しない埋め戻し土）土壌
のタイプは又沈下しやすい。圧密沈下は上記土壌で地下水床以下に生じる。 
 
土質条件が以下の基準の双方に合致しなければ、不動沈下が引き起こす大きな被害は生じないと考え
て良い。 
 
• 節 4.2.2.2の基準に基づいて、基礎下の土質及び地下水床が大きな液状化被害を起こさない。 

• 基礎下の土質及び地下水床が地質年代の新世紀（11,000年より古い）で、最低 20回／0.3ｍ（20
回／フィート）（Ｎ1）60の堅い粘土又はシルト質粘土又は沈まない砂質土、シルト及び岩。 

 
上記の基準を適用して、立地における可能な不動沈下被害を予測できないなら、より詳細な評価が要
求される。詳細な評価に対するガイドラインは、コメンタリ－にある。 
 
4.2.2.4. 地滑り 

ビルの基礎の不連続移動を引き起こす地滑りの可能性を評価するために、土壌内部の状態を十分詳細
に調査しなければならない。法面の安定は立地での調査が必要である。 
 
• 約１８度を超える既存斜面（勾配 1/3） 

• 不安定な過去の記録（土の回転、滑り、落岩） 

 
土壌は液状化しないことを確認して、予想される立地の安定の決定には疑似静的解析を用いるべきで
ある。そうでないと変形の間にせん断耐力を失う。疑似静的解析には、望んでいる耐震改修目標に応
じて、最大地震加速度（ＳＸＳ／2.5 として計算）の 1/2 の係数を用いなければならない。1.0 以上の
静的安全係数を有する立地は適正な安定性を有すると判断するので安定解析を必要としない。 
 
1.0 以上の静的安全係数を有しない滑りブロック変形計算（Newmark，1965）が必要である。変形
解析は、構造物の挙動及びレベルへの影響を決定する技術者によって用いられる地盤移動のポテンシ
ャルの大きさを決定する。構造物の挙動は、地面の変形計算と連動しないので、適当な低減方法を節
4.3.4に述べるようなものを用いるべきである。 
 
基礎土壌の地滑りの潜在的影響に加えて、隣接斜面からの岩崩落又は岩片の滑りの潜在性を考慮する
べきである。 
 
4.2.2.5. 洪水または津波 

生命安全を上回る挙動レベルに対して、望む挙動レベルに合致させる改修からビルを守るために、地
震が誘発する洪水又は氾濫の可能性を十分詳細に調べなければならない。 
 
• 地震振動又は断層裂開による上流に位置するダムの損傷 

• 断層裂開、地震が誘発する地滑り、又は強震による上流に位置するパイプライン、水道、水槽タ
ンクの損傷 

• 高波を受けそうな津波ゾーンにある海岸線又は湾又は湖に隣接する低い地域 

• 沈下が冠水を引き起こし立地に氾濫する浅い地下水の横たわる地域 
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洪水や氾濫からビル損傷の可能性は立地固有のベースで評価しなければならない。流れの速い水によ
る基礎土壌の洗掘・浸食（scour）の可能性に配慮しなければならない。 
 
4.3. 地震立地危機の軽減 
理にかなったコストで立地危機の影響下にある地震挙動を改善する機会がある。しかし、しかし、あ
る立地危機は経済的に実行不可能な危機軽減手法を含むので厳しいかも知れない。以下に示す議論は
立地危機の範囲がビルの耐震改修が終わった後に発見されるという考え方に基づいている。しかし、
ビル改修の決定と改修目標の選択は、大きな立地危機があり、改修の一部として軽減しなければなら
ないという完全な知識を持って行ってきた。 
 
4.3.1. 断層裂開 

断層裂開によって引き起こされる大きな移動は通常軽減できない。推定した水平及び垂直変位の構造
的な結果がどの挙動レベルに対しても受け入れられなければ、構造物、基礎又は両方を、許容挙動に
達するまで固めるか、強化しなければならない。方法はその構造物の特性と不適切性に大きく依存す
る。grade梁とコンクリートスラブは水平変位に対する抵抗力を増すのに有効である。水平力は時に、
独立基礎又はマットスラブの滑り摩擦能力で制限される。垂直変位は長期間の不動沈下によって引き
起こされるものと同類である。軽減技術は、ねじりを防ぐためにより大きな水平距離をとり、不動沈
下の影響を分散するために構造物又はその基礎に対する変更を含む。 
 
4.3.2. 液状化 

液状化危機軽減の有効性はビルシステム全体の挙動から構造技術者によって評価されなければなら
ない。液状化が起きそうで推定する水平及び鉛直変位が希望する挙動レベルに対して許容できないこ
とが決定されたら、３種類の軽減手法が独立もしくは組み合わせで考えられる。 
 
構造物の修正：構造物を予想される液状化が引き起こす地盤変形に対する抵抗力を改善するために強
化することができる。この解は小さな地盤変形に対しては実現可能である。 
 
基礎の改良：大きな基礎変形に対する可能性を軽減もしくは消去する為の改良ができる。例えば、既
存の浅い基礎を under-pinningによる深い液状化の生じない支持地盤で支承するようにする。代わり
に（又は深い基礎の使用と協力して）異なる地盤の動きの構造物への転移を軽減するために、浅い基
礎システムをより固める（例えば独立基礎の間に地中梁を掛けて）。 
 
地盤状態の変更：地盤改良の多くのタイプは、液状化とその影響に対する可能性を縮小又は消去する
と考えられる。既存ビルに適応できる一般的な技術は土にグラウトすることである。ビルの下全ての
液状化誘発土壌にくまなくするか、基礎の下に部分的にするか（グラウトした土の柱）；排水管の布
設（例えば石柱）；恒久的な脱水システム（permanent dewatering system）の導入。この他の新築
建設に広く使われる地盤改良は、その手順が建物に与える影響を考慮すると、既存建築物に用いるの
は適切ではない。液状化土壌の撤去と入れ替え又は種々の技術による液状化土壌の現地圧密は既存ビ
ルの直下には適応できない。 
 
大きな液状化誘発横移動に対する可能性が立地にあれば、液状化危機の改善はより困難である。これ
はビル直下の横移動に対する可能性が直下の土の質量と同様にビルと離れた土の質量の挙動に影響
されるからである。従って、横移動を防ぐ方法はある場合には大きな土の容積の安定が必要であり、
又控え壁構造物を建設して横移動の可能性又は総量を軽減する。 
 
4.3.3. 不動沈下 

不動沈下軽減の有効性は全体のビルシステム挙動を構造技術者によって評価されなければならない。
ビル基礎の大きな不動沈下が予測される場合には、軽減手法は液状化危機の軽減で述べた方法と類似
する。３種類のオプションがあり、地盤移動に対する設計、基礎システムの強化及び地盤改良である。 
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4.3.4. 地滑り 

地滑り危機軽減の有効性は全体のビルシステム挙動を構造技術者によって評価されなければならな
い。地震誘発の横滑りに対する潜在的衝撃を軽減する為に、以下を含めて数多くの計画が利用できる。 
 
• 勾配をつけなおす 

• 排水 

• 強化する、控え壁で支える 

• 構造上の改良を行う 
‒  重力擁壁 

‒  ワイヤで固定／土留め擁壁 

‒  機械的に固定された土壁 

‒  破片の集中的落下や落石に対する防壁 

‒  変形抵抗力の強化 

‒  傾斜梁 

‒  せん断壁 

• 土壌改良／土壌入れ替え 
‒  注入 
‒  緻密化 

 
これら計画の有効性については、ビルが耐えることができ、希望する挙動レベルに合致する地盤移動
総量に基づいて考えなければならない。 
 
4.3.5. 洪水又は津波 

洪水又は津波危機軽減の有効性は全体のビルシステム挙動を構造技術者によって評価されなければ
ならない。 
 
• 改修ビルとは独立に近隣ダム、パイプライン又は浄水場の改善 

• ピーク洪水水路の変更 

• 洗掘・浸食（scour）を軽減する為にビルの周囲に舗装を行う 

• 護岸や津波防波堤、制振（seiche）装置の建設 

 
4.4. 基礎耐力及び剛性 
本節では基礎土壌が地震荷重に基づく大きな強度喪失の影響を受け易くないことを仮定する。この仮
定の下に、以下の項は過度の変形を伴わずに地震荷重に抵抗する基礎の能力を評価する為の仕様と手
順の大要を示す。もし、土壌が地震動の直接の影響又は地震によって引き込まれた土の上の基礎荷重
によって、大きな強度喪失の影響を受けるなら、土壌基礎条件の改善を考慮するか、土壌強度喪失の
影響が構造物の過度の変形を生じないようなことを示す特別な解析を実行しなければならない。 
 
基礎挙動の考慮は単にビルの耐震改修の一部である。希望改修目標の選択は、基礎を含めてビルの特
別な詳細なしに行われる。構造技術者は選択した挙動レベル（ＬＳＰ、ＬＤＰ、ＮＳＰ、ＮＤＰ手順
によるシステマティック改修）に対する解析手順の適正なタイプを選ぶ。前に述べたように、単純化
改修を格付けするビルに対する基礎仕様は１０章に示す。 
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4.4.1. 極限接地強度及び荷重性能 

基礎要素の極限荷重能力は下記３手法の一つによって決定できる。手法の選択は基礎特性（節 4.2.1.1
参照）と選択した挙動レベルの要求仕様の利用可能な情報量に依存する。 
 
4.4.1.1. 推定極限耐力 

推定耐力を用いるのは、基礎土壌特性に関する情報量が限られ、比較的単純な解析手順を使用する場
合である。独立基礎及びマットスラブに対する推定極限荷重は表４－２に示す。 
 
4.4.1.2. 認定極限耐力 

認定耐力を用いるのは、既存ビルの設計資料や事前の地質調査報告書に基礎土壌設計パラメータに関
する情報が記されている場合である。 
 
独立基礎に対する極限認定 bearing圧力は設計用の許容死荷重プラス活荷重 bearing圧力である。 
 

LDallowc qq += .2           （４－１） 
 
深い基礎に対して、独立杭又は深礎の極限認定鉛直耐力は設計用の許容死荷重プラス活荷重より５
０％大きいと仮定できる。 
 

LDallowc QQ += .5.1          （４－２） 
 
代わりに、原設計仕様を用いた解析に基づいて、各基礎要素の認定極限耐力は要素に作用する全体の
荷重より５０％大きく仮定して良い。 
 

max5.1 QQc =            （４－３） 
 
ここに、 SLDc QQQQ ++=  
 

表４－２ 推定極限基礎圧力 

横滑り１ 

材料のクラス２ 
基礎鉛直力３ 

Lbs/Sq.Ft.(qc） 

横 支 持 力
Lbs/Sq.Ft./Ft.の自
然 Grade深さ４ 係数５ 

抵抗６ 
Lbs/Sq.Ft. 

重い結晶基盤 8000 2400 0.80 - 
葉状泥岩 4000 800 0.70 - 
砂礫（GW&GP） 4000 400 0.70 - 
砂、シルト砂、シルト礫、粘土
礫（SW,SP,SM,SC,GM,GC) 

3000 300 0.50 
- 

粘土、砂質粘土、シルト粘土、
粘土シルト（CL,ML,MH,CH) 20007 

200 - 260 

1. 横支持及び横滑りを組み合わせる 
2. 土質分類 OL､OHおよび PT(有機粘土及び泥炭)に対して､基礎調査が必要｡ 
3. 基礎極限圧力の値は原地盤中最小 12 ｲﾝﾁ幅､最小 12 ｲﾝﾁ成の基礎に対するもの｡ 
4. 成の増加に対して､最大 15倍まで設計値を増加して良い｡ 
5. 死荷重に対して適用する係数｡ 
6. 接触面積によって増加する横滑り抵抗値｡横滑り抵抗値は死荷重の 1/2を越えてはならない｡ 
7. 幅に対しては増加しない｡ 
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4.4.1.3. 現地特定耐力 

詳細な解析はビル立地の地盤特性に基づいた極限基礎耐力を決定するために地質技術者に指導を受
けると良い。 
 
4.4.2. 基礎の荷重―変形特性 

荷重―変形特性は、基礎の影響を静的又は動的
線形手順（ＬＳＰ又はＬＤＰ）、非線形静的（増
分）手順（ＮＳＰ）又は非線形動的（時刻歴）
手順（ＮＤＰ）の計算に取り入れる為に必要で
ある。剛性と変形性能によって決まる基礎の荷
重－変形パラメータは、構造物の応答と構造物
の構成要素間の荷重配分双方に大きく影響する。 
 
ビルの基礎システムは、ある場合には複雑であ
るが、簡略化するために、このガイドラインで
は３種類のタイプが考えられる。 
 
• 浅い直接基礎 

• 杭基礎 

• 現場造成杭 

 
基礎の荷重－変形挙動は非線形であることは分
かっているが、既存ビルに対する土壌特性と静
的基礎荷重決定の難しさ、更に基礎を支持する
土壌の変化し易さ故に、荷重－変形挙動の等価
弾塑性表現を認めている。このような多様化又
は不確実性を許容することに加えて、剛性と性
能の決定に上下境界値アプローチを、構造物応
答の感受性の評価を許容する為に、推奨してい
る（図４－１ａに示す）。 
 
4.4.2.1. 浅い直接基礎 

Ａ．スティッフネスパラメータ 
 
土のせん断弾性係数Ｇ、ヤング係数Ｅ、ポアッソン比νとの関係は 
 

)1(2 ν+
= EG            （４－４） 

 
ポアッソン比は不飽和状態の土 0.35、飽和状態の土 0.50を仮定して良い。 
 
初期せん断弾性係数Ｇ０は低応力時のせん断波の速度 sv と土の密度ρから 
 

2
0 svG ρ=              （４－５） 
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（本ガイドラインで用いる記号でイタリック体の vはギリシャ文字のνに似ている。）質量密度を単
位重量γで表現すれば、 
 

g
vG s
2

0
γ=                （４－６） 

 
ここに、ｇは重力の加速度である。 
 
初期せん断弾性係数は又正規化し、Ｎ値（Ｎ１）６０と有効鉛直応力

'
0σ を用いて次式になる（Seed et 

al.,1986）。 
 

'
0

3/1
6010 )(000,20 σNG ≅           （４－７） 

 
ここに、 )('

0 wwt ddd −−= γγσ  
 

( )601N  ＝ 平方フィート当たり 1.0 tonの圧入を正規化した打撃回数、ハンマーの 60%エネルギ
ー効率        

'
0σ  ＝ 有効鉛直応力、psf    

及び                  
'
0σ  ＝ )(γγ wwt ddd −−  

tγ  ＝ 土の合計単位重量 

wγ  ＝ 水の単位重量 
d  ＝ サンプルの深さ 

wd  ＝ 水レベルの深さ 
 
 
式４－７のＧ０は、

'
0σ を psfで表したこと

に注意。 
 
殆どの土壌は本質的には非線形でせん断波係数はせん断歪みの増加と共に減少する。大きな歪みのせ
ん断波速度ｖｓ’と有効せん断係数Ｇは表４－３に従って地震に対する有効ピーク加速度係数に基づ
いて計算できる。詳細な地質調査のない時、図４－１ａに示す上下限概念を反映するために、矩形基
礎の上限スティッフネスは上記手順に従って決める有効せん断係数Ｇの２倍に基づかなければなら
ない。下限スティッフネスは有効せん断係数の１／２に基づかなければならない。スティッフネスの
範囲は下限から上限まで４個の要素を包含しなければならない。 
 
最も浅い直接基礎は比較的堅い土の上に載る。単純化解析では、図４－１ｂに示すように単独のバネ
モデルで十分である。３本の等価バネ常数は半無限弾性体上に載る剛な板としての従来からの理論解
を用いて決定して良い。周波数依存解を使えるが、結果は地震の作用するビルを支配するパラメータ
の範囲内にある荷重周波数の影響を正当に受ける。繰り返し荷重条件の好例として静的スティッフネ
スを用いるには十分である。 
 
図４－２は等価円半径に換算した矩形板のスティッフネス解を表す。 
 
スティッフネスは図４－３のそれらと類似の係数を用いて、形状と深さに対して調整する。変化のよ
り広い範囲に連動する他の基礎は Gazetas(1991)に見ることができる。水平変位の場合に対しては解
は底面の摩擦のみ関与する。基礎の側面が隣接する基礎土壌又は付き固めた充填物と接触していれば、
受動圧を受けると想定される。受動圧スティッフネスに対する解は図４－４に示す。 

表４－３ 有効剪断弾性係数及び剪断波速度 

            有効ピーク加速度 5.2/SXS  
 0.10 0.70 

有効対初期剪断弾性係数(G/G0) 0.50     0.20 

有効対初期剪断波速度（vs‘/vs) 0.71      0.45 

注 
1．詳細な立地調査の記録が有れば、立地特別値を代入し
て良い。 

2．中間値は線形代入して良い。 
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より複雑な解析に対して、線形又は非線形基礎挙動の有限要素表現はWinkler要素モデルを用いて達
成する。分布鉛直スティッフネス特性は全鉛直剛性を面積で除して計算する。同様に、等分布回転剛
性は荷重方向の基礎の慣性モーメントで基礎の全回転スティッフネスを除して計算できる。一般に、
鉛直及び回転分布剛性は等分ではない。図４－５に説明するのと同様の手順を用いて、Winklerモデ
ルに対して有効に分離できる。矩形基礎の端部は基礎幅の 1/6の長さまで高い剛性の端部ゾーンによ
って表す。これらの端部ゾーンにおける単位長さ当たりの剛性は、BxB/6の鉛直剛性とする。中央ゾ
ーンの単位長さ当たりの剛性は無限遠の長さのそれと等しい。 
 
ある例では、構造物の基礎要素の剛性は土壌材料に比べて比較的柔らかくできる；例えば硬い土の上
に載る柔らかい梁。弾性礎上の梁の古典的な解は、そのような効果が重要な時のガイダンスとするこ
とができる。例えば、Ｌ間隔の点荷重を柔らかい土壌で支える場合、 
 

Bk
L
EI

sv104 <            （４－８） 

 
ここに grade-beamに対して 
 
Ｅ ＝ 有効弾性係数 
Ｉ ＝ 断面２次モーメント 
Ｂ ＝ 幅 

 
最も柔らかい基礎に対して、単位長さ当たりのバネ係数ｋｓｖは次式を取る。 

)1(
3.1

ν−
=

B
Gksv            （４－９） 

 
Ｂ．性能パラメータ 
浅い直接基礎の明確な性能は完全塑性概念と節 4.4.1の一般的性能を用いて決定しなければならない。
図４－１に説明するように性能の上限及び下限は最良の推定値に2.0及び0.5を夫々乗じて決定する。 
 
曲げモーメント荷重がない場合、幅Ｂと長さＬの矩形基礎の鉛直荷重性能は 
 

BLqQ cc =             （４－１０） 
 
モーメントと鉛直荷重の掛かる剛な基礎に対して、接地応力は基礎縁端に集中し、特殊な場合には浮
き上がりが生じる。極限モーメント性能Ｍｃは鉛直荷重応力ｑと鉛直荷重性能ｑｃの比に依存する。鉛
直応力が鉛直変位に比例し、鉛直荷重性能ｑｃまで弾性が残ると仮定すれば、ｑ／ｑｃが 0.5より小の
時、土の塑性降伏より先に浮き上がりが生じる。ｑ／ｑｃが 0.5 より大なら、先端の土は浮き上がり
より降伏する。図４－６にこれを説明する。一般に矩形基礎のモーメント耐力は次式となる。 
 

)1(
2 c

c q
qLPM −=          （４－１１） 

ここに、 
 
Ｐ ＝ 鉛直荷重 
ｑ ＝ Ｐ／ＢＬ 
Ｂ ＝ 基礎幅 
Ｌ ＝ 曲げ方向の基礎長さ 

 
基礎の横力性能は、底面の滑り摩擦と受動圧の両剛性を考慮した変形が基礎底板厚の２％に達した時
と仮定しなければならない。 
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図４－２ 固い基礎バネ常数の弾性解（Gazetas､1991及び Lam他､1991に依る） 
 
 
 
 
 
 

矩形基礎と等価な円形基礎の比 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 自由度 

 ロッキング ねじれ 
 移動 

ｘ－軸廻り ｙ－軸廻り ｚ－軸廻り 

等価半径、Ｒ 
2/1

⎟
⎠
⎞

⎜
⎝
⎛

π
BL  

4/13

3 ⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
π

BL  
4/13

3 ⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛
π
LB  

4/122

6
)(
⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛ +
π

LBBL

 
埋め込んだ矩形基礎に対するバネ常数 
浅い矩形基礎に対するバネ常数は、弾性半空間の表面に密着した円形基礎
に対する解を修正して得る。即ち、ｋ＝αβｋ０ 

 
ｋ０＝等価円形基礎に対するスティッフネス 
α＝基礎形状修正係数（図４－３ａ） 
β＝定着係数（図４－３ｂ） 

 
式を用いるために、等価円形基礎の半径は対象とする自由度に従って計算
する。上図は適正な半径を要約し、ｋ０は下表を用いて計算する。 

 

変位自由度 ｋ０ 

鉛直変位 
ν−1

4GR  

水平変位 
ν−2

8GR  

ねじれ回転角 
3

16 3GR  

ロッキング回転角 
)1(3

8 3

ν−
GR  

 
 

 
 
注： 
Ｇ及びνは弾性半空間の剪
断弾性係数とポアッソン比 
Ｇとヤング係数の関係は 
Ｅ＝２（１＋ν）Ｇ 

Ｒ＝等価半径 
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4.4.2.2. 杭基礎 

本節で言う杭基礎は、杭頭基礎と連動する杭群を形成する打ち込み杭又は現場造成杭が合成する基礎
システムである。一つの杭群は柱荷重を支持でき又は一連の杭群は耐震壁を支持できる。 
 
一般に、群における一本の杭は、直径２フィートより細いと考えられる。大口径の単杭又は穿孔杭は 
4.4.2.3に記述する。 
 
Ａ．スティッフネスパラメータ 
簡略化解析の目的に対して、図４－１ｂに示すような単独のバネモデルは図の基礎は杭頭基礎を表現
するのに用いられている。鉛直とロッキングバネの場合杭頭基礎の貢献が杭の貢献に比べて比較的小
さい。一般に杭頭基礎又は基礎壁による受動圧は横バネで制御する。横バネ剛性の推定は節 4.4.2.1A
に述べるような弾性解を用いて計算できる。杭が横スティッフネスに大きく貢献できる場合（非常に
柔らかい土、ぼろぼろの杭）、梁－柱杭モデルを用いた解は推奨される。 
 

∑∑
==

=
N

n

N

n
sv L

EAto
L
EAk

11

25.0
           （４－１２） 

 
ここに 
 
Ａ ＝ 杭の断面積 
Ｅ ＝ 杭の弾性係数 
Ｌ ＝ 杭長 
Ｎ ＝ 群中の杭本数 
 
各水平杭頭基礎軸に付いてのロッキングバネ剛性値は個別のWinklerバネとして作用する。回転バネ
常数（単位回転角当たりのモーメント）は次式。 
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2

1
n

N

n
vnsr Skk ∑

=

=            （４－１３） 

 
ここに 
 
ｋｖｎ ＝ ｎ番目の杭の軸方向剛性 

nS  ＝ ｎ番目の杭と回転軸間距離 
 
群作用の影響と杭打ちの影響は上式からは直接計算できないが、後者の影響は杭軸方向剛性に対して
表現する不確実性の範囲内で計算するのは合理的な仮定である。 
 
Ｂ．性能パラメータ 
杭の鉛直荷重性能（軸方向圧縮及び引張双方に対して）の最良の仮定は、許容基礎技術慣習の利用と
土壌特性の最良の仮定を用いて決定しなければならない。引張軸方向荷重を評価する時、杭頭基礎の
性能と引張荷重受ける為の定着接合部性能を考慮しなければならない。上下限軸荷重性能は最良の仮
定値に 2.0 と 0.5 の係数を夫々乗じて決定する。 
 
杭群の上下限モーメント性能は地震モーメントからの軸方向杭荷重の初期３角分布を導く剛な杭頭
基礎仮定を決定しなければならない。図４－６の基礎に対して説明したものと類似の方法で抵抗モー
メントの四角形分布を導いた極限モーメント性能を計算する時、杭の全軸性能を動員できる。 
 
杭群の横性能は隣接土壌の受動抵抗によって制約されるような杭頭基礎に大きく依存する。性能は浅
い直接基礎に対したものと類似の方法で、変形が基礎成の２％に達した時と仮定できる。 
 
4.4.2.3. 造成杭 

一般に穿孔杭又は現場造成杭基礎は打ち込み杭基礎と同様の扱いをして良い。軸の径が２４インチ以
上の大きさになると、曲げ及び横力剛性及び軸そのものの強度は全体の性能に寄与する。これは明ら
かに孤立する柱に支持される独立杭柱の場合に対して必要である。これらの場合、土と杭柱の相互作
用をWinklerタイプモデル（Pender,1993;Reese-et-al,1994）を用いて表現できる。 
 
4.4.3. 基礎許容基準 

本節にはビル基礎の土質技術的要素に対する許容基準を含む。基礎の構造要素は５章から８章に至る
適切な仕様に合致するべきである。土質技術要素は浅い独立基礎及びマット、摩擦及び支持杭及び杭
柱の土壌部分を含む。表４－４に纏めたこれらの基準は、土に作用する鉛直荷重、曲げモーメント及
び横力を含む全ての応力に適応する。 
 
4.4.3.1. 単純化改修 

単純化改修に対する保証又は左右するビルの土壌要素は１０章の仕様を満たすなら許容すると考え
られる。 
 
4.4.3.2. 線形手順 

解析に使える基本的モデル作成上の仮定は以下。 
 
固定基礎仮定  構造物のベースが完全固定の仮定をするなら、土壌要素上の応力は全て式３－１５
によって支配される荷重制御で、要素性能は上限を仮定しなければならない。基礎固定の仮定は、基
礎の回転又は基礎移動の他のタイプに反応するビルの、直接占有挙動レベルに対しては推奨できない。 
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柔軟基礎仮定  構造物の基礎を線形地盤要素でモデル化するなら、生命安全と倒壊防止レベルに対
して式３－１８に使用するｍの値は無限と仮定でき、用意する結果の変位は構造物の静止にたいする
許容基準以内に収容できる。直接占有レベルに対して、地盤要素のｍの値は 2.0 を限度とする。 
 
 
表４－４ 土基礎許容性 

挙動レベル 解析手順 基礎仮定 
崩壊防止及び生命安全 直接占有 

簡略化改修  １０章参照 適応不可 
固定 土質工学的要素の作用は式３

－１５に依る応力－制御要素
と仮定、要素性能は上限値を仮
定 

基礎回転又は他の地盤変位に敏
感なビルには推奨しない 

線形静的又
は動的 

柔軟 ｍ＝∞を式３－１８に使用 m=2.0 を式３－１８に使用 
固定 基礎反力は極限性能を上限 基礎回転又は他の地盤変位に敏

感なビルには推奨しない 
非線形静的
又は動的 

柔軟 土質工学的要素変位は制限せ
ず、構造物が変位に追従するよ
う備える 

可能な永久土変位を推定し対応
する 

 
4.4.3.3. 非線形手順 

非線形手順に従う土壌要素の許容力は次に示すような解析に用いる基礎モデルの仮定に依存する。 
 
固定基礎の仮定 構造物の基礎を完全固定と仮定した時、全ての地盤要素に対する基礎反力は崩壊防
止及び生命安全レベルに合致する上限性能を越えてはならない。固定基礎の仮定は基礎回転又は基礎
移動の他のタイプに反応するビルの直接占有挙動レベルに対しては推奨できない。 
 
柔軟基礎の仮定 構造物の基礎を柔軟な非線形地盤要素でモデル化するなら、変形を生命安全と倒壊
防止レベルに合致する制約をする必要は無く、用意する結果の変位は構造物の静止に対する許容基準
以内に収容できる。直接占有レベルに対して、地盤要素の永久変位の仮定は最高全変形、基礎及び土
壌タイプ、土層の厚み及び他の関連する要素に基づいて作成しなければならない。これら変形の許容
性は連続関数の影響とビルの安全性に基づかなければならない。 
 

4.5. 擁壁 
過去の地震ではビルの低品質の壁に広範囲な損傷を与えてはいない。しかしある場合には、地震荷重
に基づく圧力増加に抵抗する擁壁の適正を検証することを勧めることができる。この場合は、低品質
の壁、無筋もしくは軽い鉄筋の壁、古い材料の壁、異常に高く薄い壁、損傷のある壁又は他の増加し
た荷重に対して敏感なことを示す状態に対して行われる。地下水面より上のビルの不飽和擁壁に作用
する地震土圧は近似的に 
 

rwth Hkp γ4.0=∆      （４－１４） 

 
ここに 
 

p∆  ＝ 等分に掛かると仮定した地震による追加土圧 

hk  ＝ 5.2/XSS と仮定して良い土の水平地震係数 

tγ  ＝ 土の全単位荷重 

rwH  ＝ 擁壁の高さ 
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地震土圧を壁に掛かる全土圧を求める為の静的土圧に加えなければならない。４－１４式は
Mononabe-Okabe 式の控えめな近似である。地震中の壁の圧力は複雑な作用である。壁が上記近似
的手順から推定した圧力に抵抗する明確な能力を持たない場合、資格を持つ土質技術者による詳細な
調査を推奨する。 
 
4.6. 土壌基礎改修 
本節は予想される地震挙動を改善する為の基礎の変更に対するガイドラインである。特に、本節の展
望は地質学的な俯瞰から基礎修正及び基礎要素の挙動特性提案のアプローチを含む。これらは、他の
章から適切な構造材料の項目と連動して用いなければならない。加えて、修正した構造物の許容性を
ガイドラインの２章に従って決定する。 
 
4.6.1. 土壌材改良 

基礎の鉛直支持性能を向上する地盤改良の選択は限界がある。土壌を除去して入れ替え、振動を加え
て密実にすることは、基礎の沈下を招き、又は沈下を起こさない改良のためには広域化するので通常、
実用的でない。グラウト（セメント注入）は地耐力向上のために考えられる。異なるグラウト技術を
コメンタリー節 C4.3.2 に示す。圧入グラウトは種々の土壌タイプの密実と強度向上達成でき、又深
い強い地層に基礎荷重を伝達できる。グラウト過程の間に基礎構成要素又は隣接床スラブの隆起誘因
を避けるための注意深い制御が技術に必要である。化学物質のグラウト注入は砂質土をかなり強化で
きるが、より粒度の細かい砂又はシルトにはそれ程有効な技術ではない。ジェットグラウトも考えら
れる。これらの技術は、基礎下の横摩擦力の増加に考慮できる。隣接土壌の受動圧の増強又は強化す
る土の撤去及び取り替えを含む grade-beam、良く圧縮した土又は処理（cement-stabilize）を伴った
土；強化剤（セメント）と土をその場で混合する；充填グラウト及びジェットグラウト；衝撃又は振
動による現場密実（土壌層厚が締め固めるのに厚過ぎなければ、構造物は振動の影響に耐えられる）。 
 
4.6.2. 独立基礎及びマット 

新たな独立基礎を、耐震壁又は架構のような新規構造要素を支えるために、追加することができる。
性能及び強度を節 4.4の手順に従って決定できる。 
 
既存の独立基礎を支持力増強又は性能向上の為に広げることができる。一般的な性能と剛性は節４．
４の手順に従って決定できる。しかし、支柱やジャッキで等配分ができないなら、変更された基礎の
強度と剛性への既存接触圧の配慮は必要である。 
 
既存の独立基礎を支持力増強又は性能向上の為に下支えすることができる。この技術は基礎下の位置
を下げて地耐力を改善する。Uplift-capacityは基礎上の土の質量抵抗を増やすことによる改善である。
一般に、耐力と剛性は節 4.4の手順に従って決定する。釣り上げと荷重移動の影響は考慮する必要が
ある。 
 
ビル基礎の異なる横変位の可能性があるとき、grade-beam又は良く配筋した grade-slabがこれらの
影響を軽減できる。不同横移動に抵抗するために用意した繋ぎ材は、適切な土質工学技術者の助言と
合理的な解析に基づいた強度を持たなければならない。 
 
4.6.3. 造成杭及び打ち込み杭 

杭と杭頭基礎は転倒によって生じる付加軸力及びせん断荷重に抵抗する性能を持たなければならな
い。木製杭は荷重に対して正の接合部がなければ、釣り上げに抵抗できない。杭柱は腐敗、虫害、又
は他の問題の兆候によって生じる劣化を吟味しなければならない。 
 
鋼、コンクリート、又は木製の打ち込み杭（driven-pile）又は現場造成コンクリート杭は、耐震壁又
は架構のように新規の構造要素を支持するのに用いる。性能と強度は節 4.4の手順に従って決定でき
る。既存独立基礎と連携して使用するとき、異なる基礎の剛性を修正した構造物の解析に考慮しなけ
ればならない。 
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鋼、コンクリート、又は木製の打ち込み杭（driven-pile）又は現場造成コンクリート杭は、既存杭及
び杭柱群及び基礎既存独立基礎及び布基礎の鉛直及び水平性能の補足に用いる。性能と強度は節 4.4
の手順に従って決定できる。既存荷重が支持や釣り上げによって再配分できなければ、個々の杭又は
杭柱との間の異なる強度と剛性に対する可能性を含まなければならない。 
 
4.7. 定義 
Allowable bearing capacity：通常稼動応力設計に用いる基礎荷重あるいは応力（土の耐力よりも長
期間に安定することで制御される）。 
 
Deep foundation：杭又は深礎 
 
Differential compaction：柔らかい土がより締まり、立地をよぎって不均等に沈む地震が引き起こす
過程；不均等収縮 
 
Fault：反対側の土壌に沿ったプレート又はゾーンが地殻変動に異なる方向に応答して動く。 
 
Footing：ビルの重量と横力を基礎地盤に伝える構造要素 
 
Foundation soils：基礎システムを支え、垂直、及び水平荷重に抵抗する土壌 
 
Foundation springs：土壌の荷重―変位特性に呼応してモデル化する方法 
 
Foundation system：構造要素（基礎底盤、杭） 
 
Landslide：種々の原因から下り斜面で地面がすべる。 
 
Liquefaction：地震の震動の間に水圧が増える結果、飽和状態、ゆるみ、粒状の土となり、せん断力
を失う過程で生じる。 
 
Pier：杭と同義；通常現場打ちコンクリート。 
 
Pile：ビルの重量を地盤に伝え鉛直、水平の力に抵抗する要素；コンクリート、鋼、木材で作成；通
常軟弱地盤に用いる。 
 
Prescriptive ultimate bearing capacity：節 4.4.1.2に規定する特性に基づく極限能力の仮定。 
 
Presumptive ultimate bearing capacity：原設計の許容荷重に基づく極限能力の仮定。 
 
Retaining wall：自立擁壁 
 
Shallow foundation：独立又は連続布又はマット基礎 
 
SPT N-Value：標準貫入試験（ASTM Test D1586）140ポンドのハンマーを 30インチ落とし、直径
2インチ、12インチ間隔の試験体を沈めるのに要する回数 
 
Ultimate bearing capacity：最大可能基礎荷重又は応力;変位又は歪の増加に荷重又は応力が増えな
い｡ 
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4.8. 記号 
 
Ａ フーチング面積；又パイルの断面積 

Ｂ フーチングの幅 

Ｄ フーチング側面成 

Ｅ ヤング係数 

Ｇ せん断弾性係数 

Ｇo 初期又は最大せん断弾性係数 

Ｈ フーチングに作用する水平荷重 

Ｈrw 擁壁高さ 

Ｉ 断面２次モーメント 

ＫL 受動土厚スティッフネス 

Ｌ フーチング平面長さ 

Ｌ 杭鉛直長さ 

Ｍ フーチングのモーメント 

Ｍc フーチングの極限モーメント性能 

Ｎ 杭グループに杭本数 

(Ｎ1)60 1ton/foot２の有効応力に対して基準化し、60%の等価ハンマーエネルギー効率に換算し
た標準貫入試験打撃回数 

Ｐ フーチングの鉛直荷重 

ＱD 死（静）荷重 

ＱE 地震荷重 

ＱL 活（屡々適用）荷重 

Ｑallow.D+L 原設計記録で指定した杭の許容（死＋活）荷重 

Ｑc 極限支持性能 

ＱS 雪荷重 

Ｒ 円形フーチングの有効直径 

ＳXS 各危機レベル又は減衰における短周期加速度応答スペクトル、ｇ 

Ｓn ｎ番目の杭と杭グループの回転中心間距離 

ＳS 応答加速度地図から得られる短周期加速度応答スペクトル、ｇ 

ｃ 単位面積あたりの力で表した土の粘着力（pounds/ft2又は Pa） 

ｄ サンプル深さ 

ｄ フーチング横接触面の短辺 

ｄw 常水面深さ 

ｇ 重力加速度（386.1 in/sec２又は 9,800mm/sec2 SI単位） 

ｋh 擁壁に作用する土の水平地震係数 

ｋo 有効円フーチングのスティッフネス係数 
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ｋsh 力／単位変形／単位面積で表した水平方向のWinklerバネ係数 

ｋsr 力／単位変形／単位面積で表した転倒（回転）のWinklerバネ係数 

ｋsv 力／単位変形／単位面積で表した鉛直方向のWinklerバネ係数 

ｋvn 杭グループのｎ番目の軸方向スティッフネス 

ｌ フーチング横接触面の長辺 

ｍ 要素作用の利用可能な靱性を指定する、変位制御要素又は構成要素の許容基準に用い
る修正係数、及び静的線形又は動的手順における加える基礎荷重のチェックのための
極限基礎性能の係数 

ｑ 鉛直接地圧 

ｑallow.D+L 原設計記録で指定した独立基礎の許容（死＋活）接地圧 

ｑc 極限接地圧 

ｖs 低応力時せん断波速度 

ｖ’s 高応力時せん断波速度 

Δp 地震動による擁壁にかかる追加土圧 

α 基礎形状修正係数 

β 緊結係数 

γ 単位重量、重量／単位容積（pounds/ft3は N/m３） 

γt 土の合計重量 

γw 水の単位重量 

δc 杭の許容変位 

λ 横方向スティッフネスに対する形状係数 

ν ポアッソン比 

ρ 土質量密度 

σ’o 有効鉛直応力  

φ 内部摩擦角、（°） 
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